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欧州統合進展に伴う共通移民・難民政策の質的変遷

阿部みどり ホ

Summary 

This essay argues that common asylum and migration policy of EU has so far undergone three 

major qualitative alterations in the process of deepening and widening. 

The changes in the meaning of ” commonness ”, at least in the first two cases, were brought 

about by endogenous factors, and more precisely the institutional reforms of EU (former EC) 

system which aimed at facilitating collective goals of each member state to be pursued. 

The immigration policies of major Western European countries from the 50s through to the 70s 

was in fact a recruitment of temporary foreign labour, and can by no means be considered in 

terms of integration policy. Around 1973, however, when the recruitment stopped, governments 

noticed their failure, since it was no longer practical to have the laborers sent back to their 

home countries. In addition, the massive and sudden influx of asylum-seekers from the ”South ” 

and the ”East ” during the 80s has convinced the administrations that it became urgent necessity 

to create a unified asylum and migration policy. When the Single European Act had been 

adopted in 1985, the urgency of the situation was particularly emphasized, since it became 

apparent that common migration policies were necessary for the Single European Market to 

function successfully. 

The member states were, howev巴r , opposed to the idea of a supranational state, and they 

developed a tendency to resist the unifying efforts made by the EU (then EC). 

They preferred policy harmonisation within a form of intergovernmental agreement, since it has 

less competence than EU (EC) legislation. 

The intergovernmental set-up is nevertheless not to be underevaluated, because it functioned as 

a focal point for the primary collective concerns of m巴mber states. A number of common 

agendas had been identified in intergovernmental groupings. Some of these agendas subsequently 

developed into EU framework (firstly in the 3rd pillar under Maastricht Treaty, then 1st pillar 

under Amsterdam Treaty). To a certain extent, the common asylum and migration policy (at 

this stage) is, be it communitarianised or not, the accumulation of lowest common denominators 

authorised and empowered by supranational institutions. 

The latest and most incremental change to be envisaged is, however, comparatively less 

concerned with the internally-oriented transformation(s) within the EU, although it was partly 

made evident by the strengthened competence of EU supranational organs Ci. 巴. European 

Commission, etc.) under the Amsterdam reformation. The crucial factor here is rather 

exogenous: there is indeed a growing concern that the current so-called ”common ” policy is no 
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longer satisfactory, in the context of their ”common ” problem regarding migration. The 

comprehensive approach, proposed by JHA Council to the Austrian Presid巴ncy in 1998 and then 

taken over to Tampere, is highly strategic, since it aims at reducing migration pressure by 

negotiating with the (potential) migrants countries of origin. In this phase, the EU is preparing 

for an idealistic leap in this policy area, trying to redefin巴 itself as a ps巴udo-sover巴ign political 

entity which b巴haves on behalf of its own interests. As long as the migration phenomenon 

remains a problem to be solved, common asylum and migration policy will be designed to 

support the EU in its new role, which means it now has stepped into an essentially different 

dimension. 

0. EU 統合における「共通」政策の
意義

欧州連合（The European Union）というプロ

ジェクトは、本来、 「単一のヨーロッバを作る J

という政治理念に支えられた地域統合への過程で

ある。それは、経済、安全保障等個々の政策領域

における協調のメリットに端を発する他の地域統

合形態とは本質的、理念的に異なる。

この、壮大な理念に基づーくプロジェクトも、実

際の発展形態は極めて段階的である。加盟国聞に

よる個々の政策の擦りあわせから始まり、政策協

調の段階を経て共通政策を形成するにいたる動き

は、一連の地域統合の試みに見られるものと向ら

変わりがないように見える。しかし、共通政策の

実行によって創造されるべき将来像は、 あくまで

単一の政治的意思を持つ、超国家規模にまたがる

法的、経済的、社会的ネットワ ー クなのである。

「ひとつの ヨーロッ パ」が将来的に「いくつも

のヨーロ y パ」に取って代るものとなるのか否か

という命題は、従来、地域統合諸研究者の間で取

り沙汰されてきた。超国家的な存在が統合を推進

する、という見解l、部分的な協調や妥協が他の領

域に波及効果を生み出し、 統合を可能にするとい

う立場2、また、担国家的な組織の存在を否定はし

ないものの、統一された政策は実際のところ加盟

国聞のパーゲニングの結果であるとする議論3、あ

るいは、 統合は超国家組織と国家の双方のベクト

ルが互いを侵食しあうネットワークであるとする

議論4等、解釈のされ方は実に多様であり、しかも、

支配的な見解は未だ確立されていない。

しかし 、 重要なことは、 EU が自らその将来像

を正確に予測できなくとも 、 単一の政治的・経済

的・社会的主体としての自己という理念を常に掲

げつつ、共通政策を生み出し、 実行しているとい

う点である。

本稿では、この視点に基つ‘き 、 EU (EC）がマ

イクレーション政策領域において志向する 、 共通

政策策定までの一連の動きを追う。人の移動およ

び移住という現象を取り扱うこの領域は、本来、

国家体制の維持及び発展にあらゆる側面から関係

してくるものである。また、特に近年において言

えることであるが、この現象は、固定的な時空間

に規定されるものでもない。人は常に移動してお

り 、 また、その移動の原因はあらかじめ予測され

うるものではなくなってきている。

欧州単一市場の確立のために域内国境を除去し

た EU にとって、「EU市民を対象とした EU移民

政策」は、 事実上意味をな さなくなった。 EU市

民の域内移動・移住は、 もはや EU （超国家）レ

ベルでは「移民」政策の対象とはならず、 一方で

（加盟）国レベルでは今だ 「移民」政策の対象と

なり続ける、といった併存構造が生じたのである。

この結果、 今や、加盟国はこの政策領域を理念上

も笑質上も自国の国益にのみ関連付けて遂行して

いくことは困難になった。加盟国は、自国の国益

と EU の利益（政治的、経済的、社会的）との双

方の兼ね合いから方向性を定める、という、 二重

のバランシング ・ アクトとして政策を実行してい

かなけれは‘ならなくなった。言わば、域内単一市

場の成立は EU (EC）のマイグレー ション政策レ

ジームを質的に転換させるものとな ったのであるも

本稿では、 まず、加盟国の個別のマイ クレーショ
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ン政策が政策協調を経て共同体の政策として機能

するに至るまでの歴史的経緯を追う。域内市場構

想によってその原型が生じた政策協調分野がどの

ようなものであったのか、それらはどのような過

程を経て共通政策となっていったのかを明 らか に

することがここでの目的である。次に、単なる政

策協調や国際条約の枠内に留まっていた共通マイ

グレーション政策が、 EU の組織変革によってど

のような形で「共同体化」されたのかを明らかに

する。ここでは、共同体の法規となったマイグレー

ション政策領域がどのようなものであったかを明

らかにすると同時に、共同体化されることによる

共通政策の質的変化について論ずる。最後に、 超

国家組織がアジェンダ ・ セッターとなった、 地域

的な戦略性を含む新しいマイグレ ー ション政策

（「包括的移民政策」）について言及する。いわゆ

る「移民発生の根源分析によるアプロ ー チ（root­

causes approach）」というアイディアが生じた背

景およびその進展の過程を追う際、このアプロ ー

チは、 何のための、また、誰のためのものである

のか、と問うことで、 EU (EC）がすでに超域的

な政策を、少なくともその形式において EU 主導

の形で実行する段階にあることを明らかにする。

さらに、アムステルダム条約による組織改革がこ

の論理を正当化するものとして機能するか否か、

という可能性にも触れる。

本稿は、 EU レベルのマイグレーション政策に

見られる「共通」性の三つの側面を描き出す試み

である。 EU共通移民・難民政策は、その構想、が生

まれてから、果たしてどのような要因の下に質的

変化を遂げてきたのか。今日までに確認できる共

通性が、「加盟国聞の政策協調の結果」から、「E

U諸機関によるトップダウン形式に基づく政策執

行形態」を経て、「両者とは一線を画す、 EU とい

う主体を自己定義するために必要な戦II硲を実施す

る準備段階」となってきていることを明らかにす

ることで、本稿の目的が達成される。

1.移民・難民政策共通化構想の背景

1-1. 域内市場構想、に裏打ちされた政策

協調の実現

第一章では、 EU (EC）加盟国各国が移民・難

民政策領域の共通化を必要と認識するに至る過程

を追う。各加盟国における移民政策はどのような

段階を経て発展してきたのか。また、 その共通化

を促 した外的要因はなにか。そして、その結果ど

のような枠組が準備されることとなったのか。こ

れ らの問題への解答を試みつつ、 本章では、今日

の EU共通移民 ・ 難民政策の基盤を整えることに

なった歴史的背景を明らかにする。

1-1-1. 加盟国の移民政策（1950 年代～

1 97 0 年代）

欧州、｜ （西欧）への移民は第二次大戦後以降に特

有の現象ではない。しかし、この時期 (1950 年代

から 1970年代）の外国人口の流入は、 EU (EC) 

レベルでの政策協調の方向性を規定する基本的な

要因となった。

当時、主要西欧諸国は戦後の経済成長に伴い、

比較的安価でかつ必要なときに限って使用できる

労働力を必要としていた。この視点から、外国人

による労働力を、期間を限定して使用することが

理想的とされ、「還流型」の移民形態が歓迎され

た。その結果、旧植民地とのつながりが深い国々

は各々の旧植民地から、そのケースに当てはまら

ないドイツ、 スウェ ーデンなどは特定の固と二国

間協定を結ぶことで、組織的な外国人労働力の導

入がはかられることとなった60

こ の時期の外国人受け入れ政策は、その名称の

違いはあれ本質的には外国人労働力導入政策であ

り 、 いわゆる移民の（社会）統合政策ではなかっ

た。これは、「移民 (immigrant）」という範鴎付

けに対する西欧諸国の認識によるところが大きい。

自国を 「移民国でない (kein 

Einwanderungsland) J と主張するドイツでは、

国内居住者は「国民」か「外国人」かのいずれか

でしかなかった。これは、 法的な範暗付けに限ら
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ず、政治的、社会的意味においても然りであった。

当時の新規参入者は、民族的同一性を持つエスニ y

クドイツ人（Volksdeutsche）か、 ドイツ人の配

偶者等帰化を認められた者か、 または定住性を持

セないとされた外国人労働者（Gastarbeiter）か

ついずれかであった。これに対し、フランスでは

修民（immigre）というカテゴリ ーが存在するが、

それはむしろ外国からの移住者としての意味にす

ぎず、アメリカ合衆国やカナダ、オース卜ラリア

等の移民のように、 自己のエスニックアイデンテ

イティを政治的、社会的舞台において利用する機

会を持ち合わせた人々を指す言葉ーではなかった。

このように、西欧において国家を構成するのは、

近代に完成したとされる主権国家の領土内に存在

した人々・民族・文化であり、それに同化しない

人々 の存在は「国民」として認められていなかっ

た。このような認識が当時政策課題としてクロー

ズアップされることはほとんどなく 、従って「移

民国」としての体裁を整えるための政治的、法的

枠組の根本的変革もなされなかった。

ト1 -2. 移民政策の方針転換

主要西欧諸国は、 1973年を前後して外国人労働

者の受け入れを停止した。 これは、第二次石油危

機に端をなす経済停滞、失業率の上昇ーなどが原因

であるとされる70 ドイツやフランス等は受け入れ

停止と同時に出身国へ帰還する人々に対し援助金

を拠出するなど、帰国促進策を行ったが、 一方で、

当時受け入れ国内にとどまっていた外国人労働者

に対し、家族の呼び寄せを許可した九 この政策に

より 、 外国人労働者数は減少したが外国人居住者

数が増加し、総体的には外国人数が急激に増加す

るという事態が生じた。家族再結合（family

reunion/ reunification）を認めた各国とも、国

内におけるこれら外国人労働者の生活の基盤を取

り上げることができなかったのである。例えば、

フランスでは、 1974 年の新規移民導入停止措置で

新たな外国人労働力の導入を停止したものの、旧

植民地出身者に対する労働許可証および在留許可

証の付与／更新が引 き続き行われ、 彼らの労働の

機会が完全に奪われることはなかった9。 この一連

の政治措置により 、 西欧（受け入れ）諸国に事実

上の「移民（immigrant) J が誕生し、各国はこ

れらの人々の法的 ・ 社会的地位を保障する必要に

迫られた。

外国人労働力導入時から受け入れ停止時までの

移民政策は、 受け入れ国の経済再建およびその成

長を促す労働力の一時的確保という点で有効であっ

たと評価できる。しかし、外国人を一時的な「労

働力」とみなし、 一定の期限が消滅すれば彼らの

存在はなくなるという当初の行政側の見解は予想

を大きく外れたものとなった。なぜなら、 当時、

受け入れ圏内で既に一定の恒常的な労働力需要を

満たす存在となっていた外国人は、もはや「選流

型」ではなく「定住型」の移民として定着しつつ

あったからである。さらに、政府によ る「人道的

配慮、」に基づく家族再結合の促進は、 彼らが受け

入れ国内においてエス ニ y クコミュニティを形成

する基盤を与えたことで、この時期を墳に、西欧

諸国に「事実上の移民」が誕生した。

以上のように、西欧諸国の外国人労働力導入政

策とその後の受け入れ停止に絡む一連の政治措置

は、行政側の期待に反し、 定住型の移民を自lj りあ

げた。こ れに対し、 受け入れ諸国はその結果を事

前に察知し、前もって彼らの社会的地位の保障、

つまり、彼らを「移民」として受け入れることに

ついての国民的合意を図る政策を準備することが

できなかった。西欧国民国家における移民（管理）

政策はそれゆえ、以後きわめてアドホックなもの

となっていく。

同時に、各国政府は、「移民国でないJ 国によ

る移民問題処理という問題を解決に導くロジック

として、「制限あっての統合」という理念を打ち

出した。当時、あらゆる形で定住化していた外国

籍の人々を社会統合させることと、原理上「移民j

の存在を認めないという国家の理念上の基盤に介

在する矛盾を、「一部の例外についての処方」と

いう説明の仕方で国内外に納得させようとしたの

である。

こうして、各国は新たな「国民」の属性につい

て、 抜本的ではないにせよ、 一定の法的、 政治的、

社会的変革を迫られること と なった。ここで課題

とされたのは、 既存の外国人居住者が国家という

枠組の中にどのように統合されていくことで社会
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的安定が図れるか、ということであった。

しかし、 1 980年代に入るとこの諜題への取り組

みは中断を余儀なくされる。なぜなら、この統合

政策に所与とされていた、「（新たに増加すること

のない）既存の外国人」と「主権国家という副定

的空間」というこつの条件が変化するという事態

が生じたからである。

第一に、紛争や冷戦崩壊に伴い、「南」ゃ「東」

からの「庇護申請者」の流入が問題視されるよう

になった。次に、欧州統合、特に欧州単一市場

(Single European Market: SEM）の成立にむ

けて域内人口移動の自由が保障されようとしてい

る中、既存の「非ヨーロッパ系居住者」は、その

前段階として西欧各国の国籍を持つべきなのか、

それとも国籍を持たぬまま移動の自由が保障され

るのか、という問題が新たに生じることとなった。

後者は、単に非EU市民の処遇についての指針を

定めるというよりも、むしろ、 EU (EC) レベル

の移民（難民）政策そのものの方向性を型作ると

いった点で重要な影響を与えたと考えられる。

1-1-3. 新たな人口流入：「東」と「南」
から

二国間協定による移民および外国人（労働者）

受け入れ体制が終止符を打つ中、 EU (EC）加盟

国は、新たな外国人流入、つまり、「庇護申請者

(asylum seeker) J やそれに付随する不法移民

(ill巴gal /irregular migrant）の問題への対策

を迫られることとなる。 1980年代、比較的高い比

重を占めていたのはアジアおよび中東出身者

(40%）であった。冷戦崩壊j闘を境に主要送出国

は中欧・東欧に移る。この地域の出身者は 1989 年

には全体の約 30%であったのに対し、ピーク時の

1992 年には全体の 61%にまで上昇した10。その後、

EU (EC）加盟国内の受け入れ制限策が影響して

一時比率が低下するものの、次第に上昇を続け、

98年現在では全申請件数の約40%を占めている。

なお、アフリカ出身者は過去 10 年間、全体の 16

%から 22%の聞に留まっている。

EU (EC）加盟国への庇護申請は、受け入れ先

が難民受け入れに寛容な法体制を整えているかど

うか、というファクターからその提出先が選定さ

れる と いう側面はあるものの、 申請者は、 主に自

分の出身国や属性、 文化的背景等と関連のある 、

特定の加盟国を自発的に選ぶ傾向がある。 1998 年

現在、ドイツ、ベルギー、オーストリア、ノルウェ

等における庇護申請総数のうち約半数はヨ ー ロッ

パ人によるものであり、アフリカからの申請を比

較的多く取り扱っているのはイギリス、 ドイツ、

オランダ等、さらにアジアからの申請に関しては

主にドイツ（特にトルコから）、オランダ、イギ

リスが受理する形となっている。中東からの申請

が目立つのは主にギリシアやデンマークで、スペ

インへは主にラテンアメリカ出身者が集まってい

る 110

英国、フランス、オランダなど、へのアフリカ人 ・

アジア人申請数、また、スペインへのラテンアメ

リカ人の申請数が高いことは、単に旧植民地と宗

主国が言語等の文化的なつながりを保っているか

らというだけではない。それは、例えば、旧植民

地出身者が留学する際の資金補助や、両国を結ぶ

航空便の整備など、旧宗主国により近づきやすく

(accessible）するための社会的なインフラス トラ

クチャ ーが整っているから、と考えることもでき

る。

ドイツの場合、中央、東ヨ ー ロッパ人との聞に

独自の歴史的連闘が関与すると考えられる。中世

よりドイツと中・東欧との間では人の交流があり、

近代以降、この地域に住むドイツ系の人々（「エ

スニックドイツ人（Volksdeutsche）」）を受け入

れてきた。今日のドイツへの庇護申請者の流れは

この歴史的背景の延長線上にあるものと解釈でき

る。

一方、地理的近接性が起因する人口流入ノf ター

ンはイタリアやギリシアに見られるものである。

もっとも、イタリアに関しては、北アフリカ等の

出身者の申請は近年まで見られなかった。これは、

1990年代に入るまで、イ タリアに庇護申請ができ

るのはヨーロッ パ人だけであったからである九

総じて、庇護申請者の申請先選別のパターンは、

植民地政策に関わる、 あるいはその他の歴史的紐

帯、 言語の共有可能性、 および地理的近接性が主

に起因する と理解できる九

しかし、 このような型にはまった人口移動バター
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ンが当てはまらない場合も確認できる。まず、 急

激で、かっ大量の避難民が発生した場合が考えら

れる。 1980 年代後半におけるスリランカ人（タミ ー

ル人）、トルコ人（クルド人〉 による庇護申請数

の急増や、 冷戦崩壊後の旧ユー コおからの庇護申請

件数の激増がこれに当てはまる。これらは、 庇護

申請数の増加に（難民）出身国の政治情勢が関連

している適例である。しかし、最近では、この種

の急激な庇護申請件数の増加はしばしば、 不正な

移民フローカーの存在等の組織犯罪と結び、ついた

ケースとしての説明が妥当な場合もある。

第二に、庇護申請者および難民の目的地は最近

の EU加盟諸国による受け入れ制限的な政策転換

によ って予測がつきにくいものとなってい く傾向

が見 られる。ドイツは、外国人法改正により、東

欧の一部の国 〈ルーマニア、フール力、リアなど〉を

「迫害の危険のない国」と判断したため、 これら

の国出身者による庇護申請件数は激減した。デン

マー クにおける人の流入は 1986年がピー クであっ

たが、これはスリランカおよびパレスチナ人等の

庇護申請者の増加によるものであった。その後、

旧東ドイツ との聞の双務協定によって入国管理体

制を厳しくすることで、同国は庇護申請件数を減

少させることに成功した。フランスでは、 92 年に

目立った申請数の減少が見られた。フランスへの

庇護申請者は国別には主に、トルコ人をは じ め、

アフリカ人（アンゴラ人）、 アジア人（ベトナム

人〉ラテンアメリカ人（ベル一人）などであった

が、 当時、フランス政府は主に大量のトル コ人や

アンゴラ人の受け入れについての否定的見解をう

ちだし、入国時にビザを義務付ける対象国を定め

（アンゴラを含む）、さらに 199 1 年 10 月には、 庇

護申請者が申請中に労働することを禁止 し た九

このような規制の強化に伴い、トルコ人、 ベトナ

ム人はl申請先を ドイツへと転向し、 アンゴラ人は

英国へ、 ペル一人はスペインへと流れた。 さらに、

各国が受け入れ制限的な政策を実行する中、 1994

年当時未だ政策転換をしていなかったオランタへ

庇護申請者のフローが移ってきた九

以上の例よ り、ある加盟国での受け入れ制限的

連の文脈で説明できない人の流れは、 域内市場の

統合に向けて動き出した EU (EC）が、入国管理

および難民政策（asy1 um policy）の領域で足並

みが揃わなかった状況に端を発するものとして捉

えることができる。これらの体験をもとに、 各加

盟国は調和のとれた、共通の政策を実現させると

いう目標を共有化することとなる。

最後に、 このような制限的な政策は、 1992 年前

後を通して庇護申請者数を減少させる こと に成功

したが、それはあくまで一時的なもので、 持続的

な効果を持つものではないことを喚起しておく必

要がある 160

加盟国による受け入れ体制が硬化 したことで、

1992年以降、 全体的な申請件数の減少が見られた。

しかし、以後、多くのアフリカやアジア諸国出身

者による申請がさらに減少していくのに対し、比

較的限られた国々、主にユーゴ共和国（新ユーゴ

スラビア）、ボスニア ・ ヘルツェゴビナ、 トルコ 、

イ ラン、 イラク 、 スリランカ、アフガニスタン、

ソマリア等の出身者による申請は、 一時減少した

ものの再度上昇傾向にあることが分かるl'a 中で

も、 新ユーゴスラビア出身者からの申請数の増加

は著しい（グラフ 1参照）。加えて、前述のとおり、

政治的混乱やその他の原因による突発的な、大量

避難民の流入の可能性は今後も否定さ れたわけで

はな い。正式な申請数が減少したとしても、（潜

在的〉不法移民の規模は計り知れず、 イタ リ アの

例のように、 受け入れを厳 し くしたことが返っ て

計測不能な不法移民数を増加させてしまう可能性

も考慮する必要がある九

グラフ 1 :1998 年のヨーロ ッパへの月別庇護権申請件数 〈
総数およびユーゴ共和国出身者〉
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な政策は結局他の加盟国への庇護申請件数を増や UNHCR Refugees and others of Concern to UNHCR-

すという結果につながることが分かる 。 植民地関 1998 Statistic overview より 。
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1-1-4. 欧州単一市場の発足と共通移民
政策の誕生

国家レベルでの移民（外国人労働者）政策が、

当初、外国人労働力導入政策であった ことは前述

のとおりである。その後、外国人定住化の事実を

認識するとともに、各国は既存の外国人居住者を

合法的移住者と解釈し、これらの人々の政治的、

社会的統合を実現化させっつ新規移民を防止する、

という政策lこ転換していった。この、「制限」を

前提とした「統合」という政策方針が、以後、加

盟国の移民政策（migration policy）として特徴

付けられることとなる。

EU (EC）レベルの移民政策も、国家レベルと

同様のロジ ックを持つ。もっ とも、政策のロジッ

クが同じでも、共通の EU (EC）政策があくまで

加盟国の合意のもとに型づくられていく限り、そ

れはしばしば別のプロセスをたどり、時には性格

を異にするものともなりうる。なぜなら、共同体

レベルの政策を具現化するには、本来国家の裁量

に任されていた領域を超国家レベルに移譲する作

業が必要となるからである。

EU (EC〕レベルでの移民問題の共有化への認

識が最初に喚起されたのは、 1974年に欧州委員会

(European Commission）から提出された移民労

働者とその家族についての提議であったとされ

る九以後、彼らの社会的統合や地位の保障につ

いてのガイドライン等が出されたが、この時期の

EC の立場はいわば各国の政策の監視、あるいは

建設的な政策立案のための間接的なアドバイザ一

的なものであった九より本格的な政府間協力の

必要性、あるいは将来的な政策の調和

(harmonisation）の必要性が認識されたのは、

1985年の「域内市場白書」採択時、また翌々年

(1987年）の「単一欧州議定書（Single European 

Act）」発効時においてであった。単一欧州議定書

は、そもそも域内単一市場や域内における人の自

由移動の障害をシステマティックに除去すること

を目的としたものであるが、 EEC 条約 8a 条に記

される、「共同体は 92 年 12 月 31 日をもって満了

する段階的な域内市場成立という 目的のために必

要な措置をとらなけれは、ならない」という目標を

達成するためには、域外国境の警備の強化および

域内への入国許可に関する共通の措置をとる必要

があるとの認識が生じることとなった。

域内市場白書では、単一欧州議定書の成立に向

けて域内における物理的、技術的、財政的障壁の

除去の必要性が強調された。このとき、物理的障

壁の除去に関 し、出入国管理やヒザ政策の調整の

必要性が呈示されたのである。これは、換言すれ

ば、この条項の達成とともに（当時） EC 内の人

の移動に関する環境が変わると同時に、域外国境

における出入国管理について、また、将来的には

より総合的な移民政策についてそれまでは実質的

に存在しなかった加盟国間協力体制が必要になる、

という意味において、 EC 加盟国における「移民

政策レジームの転換期」であったということがで

きる 210

また、白書にはこのほか第三国出身者（Third

Country Nationals: TCN）の地位についての共

通政策方針実現に向けての提案もなされている。

これは、 域内自由移動の保障には、新規入国者の

制限だけでなく、既存の合法的移民（TCN）の法

的、社会的地位の確立も不可欠だとする考えに基

づくものである。しかし、当時、この領域におけ

る国家主権の優位を主張する声は強く、結局、議

定書の調印時には TCN に関する言及は除去され

fこn。

EU (EC）レベルの共通移民政策の方針はこの

ような経緯を経て型づくられた。共通部分は出入

国管理や新規入国者の対処に関する政策領域であ

り、より広範な移民統合政策を含むものではなかっ

た。これは、少なくとも治安領域での移民問題を

共同体レベルでのアジェンダとしたにすぎず、そ

の他の領域は国家の権限において取り組むべきと

の確認がなされたと解釈できる。

このように、 EU (EC）レベ jレ、またその加盟

国聞の共通移民政策は、域内単一市場を可能にす

るため、またそれを健全に機能させるための手段

のひとつとして生み出された。域内の人の自由移

動を完全に保障するためには、 新規の域内居住者

を選定する基準や（域外）国境警備、 不法移民対

策等について、加盟国間共通の政策がもはや不可

欠であるというこ とが明確に認識されたのである。
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もっとも、その取り組み方に関しては、 EU

(EC）主導と特定の加盟国間グループによる主導

というこつのプロセスが並存した。この奇異な現

象が起因して、移民政策領域は以後、 加盟国の全

員参加型という意味での「共通」政策の実現に至

るまで、実に複雑な経路をたどって L 、 く 。二章、

三章では、統一のマイグレーション政策の舵取り

をめぐる超国家組織と国家との対立を経て、マ ー

ストリヒト条約およびアムステルダム条約で一応

の完結をみた、「共通移民 ・ 難民政策」が誕生す

るに至る過程を追う。

2. 「共通」性をめぐっての対立

2-1. 「EC によるイニシアチブ」構想とそ
の挫折

加盟国内における移民問題 （外国人問題） が表

面化してきた 1970 年代後半は、 EC が共同体レベ

ルでの政策方針を打ち出し、その主導のもとに共

通政策を実現していこうとした時代であった。当

時は、 EC域内の人、モノ 、 サービス、財の自由

移動制度の確立にむけて EC 法制度の基盤が固め

られていく時期であったが、同時に、各加盟国は

経済成長の停滞により、従来のような外国人労働

力に頼った労働政策を遂行できなくなり、彼 ら の

募集を停止するとともに帰国促進策を講じていた。

元来、出入国管理や外国人への滞在および労働許

可は各国家の管轄下にあるが、欧州単一市場およ

びそれに伴う域内国墳の撤廃を実現させるために

は、域内自由移動の対象者となる基準をどう設定

するのか、 という問題が浮上してきたことは言 う

までもなし、。この時期、欧州委員会が打ち出した

指針は、移民（外国人）労働者とその家族の地位

の保障についての国家問調整を図る目的を持つも

のであった。 EC は、 域内での人の自由移動を達

成させる条件として、 それまでに合法的なプロセ

スを経て入国、居住している外国人に対し、彼ら

の EC市民としての法的、社会的地位を確立させ

ることこ そが域内治安の保持につながると考えた

のである。 EC はこの理念に基っき、五l::EC 諸国と

双務協定を結ひ、つつ目、この分野における戦略的

な調整を試みるこ とで共同体主導による共通移民

政策の基盤を固めよう とした。 しかし、これ らの

協定は従来の各加盟国と外国人労働力送出国との

聞の二国間協定にあるような実質的な法的拘束力

を持つものではなく、よって加盟国がその中にあ

る規定に従うかどうかは加盟国独自の裁量に任さ

れていた。 つまり、共通の移民政策の必要性につ

いての総体的な認識は共有されていたものの、 そ

の手続きや具体的な政策方針等については、 事前

に加盟国間の合意や妥協が図られていない限り、

EC はその権限を駆使して加盟国を動員すること

はできなかったのである。

このように、移民問題に関して EC に主導権を

与えるような制度がなかったことにより 、 EC に

よる主導という目的を達成するためには政治交渉

を通じた戦略が必要条件とされるようになる。 EC

は先駆的に新しい政策方針を打ち出しつつも、そ

れが加盟国によって合意を得られるとき、すなわ

ち加盟国が EC レベルの政策に追随するという形

態に 自国の国益を見出すときに限り、その政策を

EC による「共通政策」として成立させることが

できるということを認識するようになって L吋 。

2-2. 政府間協議の発展とその限界

EC による共通移民政策の方針に加盟国が異を

唱え始めたことで、制度面だけでなく実質的な面

でもこの分野の機能主義的発展が不可欠であるこ

とが認識されることとなった。前項で、「域内市

場白書」および「単一欧州議定書」の制定が加盟

国に個別の移民政策の遂行にはじめて大きな影響

を与えたことを記述したが、これによって加盟国

は移民領域に関する国家間協力の必要性を認識し

たにもかかわらず、 一足飛びに EC への権限譲渡

という選択肢を選ぶことはなかった。各国は域内

市場という理念、には賛成したものの、それに付随

する国境管理や移民 CimmigTant）政策について

は、自己の領分を譲らなかった。それらは国家秩

序または安全保障に関わる問題であった2<。国家

の利害に関わる条件は加盟国によって異なること

が強調され、あくまでこの領域における国家主権

の優位性が主張されたのである九

政府間協議という形態は条約（convention）お
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よび協定（agreemen t）、決議（resolution） 、最

終決議（conclusion） 、 勧告（recommendation)

等、国際法等の伝統的な形式にのっとった措置を

指し、あくまで EC (EU）の枠外に位置するもの

である。当時各国がこの形態を好んだのは、共同

体レベルと比べ、 l意思決定の際のプロセスがよ

り簡素化され、必ずしも民主的な議論や調査を必

要としない、 2条約や協定が調印された後、批准

段階までの聞にそれを修正することができるか

ら却であった。

最初の政府間協議の形態として挙げることがで

きるのは、 70年代後半に結成されたトレウムィ・夕、

jレープ（Trevi Group）であろう。これは、 EC

構成国の内務・法務大臣によって構成される協力

クループであり 、 国境監視、 国際レベルの組織犯

罪およびテロリズム等を取り扱っていた270 これ

は、 後 (1986年）に単一市場構想に絡む域内およ

び域外国境整備の必要性等に備えた、アドホック

移民グループ（Ad Hoc Immigration Group of 

Senior Officials: AHIG）として発展する曲。

AHIG は、 ①難民（asylum）②域外国境、③

偽造文書、④入国許可、⑤圏外送還、⑥情報交

換に関する 6 つの作業部局からなり、その任務は、

①域外国境管理の改善と域内におけるテロリズム、

麻薬取引、犯罪、不法移民を取り締まるための措

置の見直 し、 ②共通ビザ政策の実現可能性の評価

およびその域外国境管理に及ぼす効果の査定、③

テロリズム、麻薬取引、不法移民その他の犯罪行

動に影響を与ーえないような域内自由移動促進の可

能性の模索、④（欧州理事会および国連高等難民

弁務官の諮問のもとでの）庇護権乱用撲滅に向け

た共通政策実現のための政治措置の準備、 ⑤運用

面の課題の克服、つまり、スポットチェック ・ シ

ステムやバスポート乱用防止のためのシステム等

に関する情報交換など、に取り組むことであっ

た九以降、同様の目的のために、 デ ー タ処理に

関する水平グル ー プ（Horizontal Group on 

Data Processing），ヨーロッ バ麻薬防止委員会

(European Committee to Combat Drugs: 

CELAD）），相互扶助グル ー プ (Mutual 

Assistant Group） ，欧州政治協力に関する司法協

力グルー プ（Judicial Cooperation Group on 

European Political Cooperation ）等、 さまざ

まな政府間クループが形成された。第一章で挙げ

たシェンゲン条約に関連するシェンゲングルー プ

やダブリン条約、域外国境条約および共通ビザ協

定もこの範時に入る。

これらのグループはその管轄範囲が重複するば

かりでなく、互いに秘密主義的で、同一の政策目

標を達成するための手続き上の困難さや混乱が目

立つようになった。ここに、 EC 枠外に展開した

政府間協議の限界が露呈する。このため、 1988 年

には EC加盟国の司法・内務担当高官と欧州委員

会の委員長からなる「コーディネーターズ ・ グルー

プ（Coordinators' Group on th巴 Fr巴e

Movement of Persons）」と呼ばれる、欧州理事

会監督下の上部組織がこれらを統一し、その監督

下に置くようになった九

2-3. EC と政府間グループとの相克

EC は、ここで、 トップダウン式に移民政策を

推し進める権限を得たわけではなかった。当時、

欧州委員会（European Commission）は、第三

国出身者（TCN）の統合政策を含めた移民政策の

共通化等、政府間協調とは別の角度から共通移民

政策の骨子を固めようと努力していた。しかし、

委員会は、 1988 年 12 月の委員会コミュニケ

(Commission ’s Communication）で、現行の EC

法制は、 共同体が、あくまで加盟国の合意を得た

共通政策についてのみ、それに相応する措置を準

備できる機関であると定めるものであるこ とを般

認し、その権限の限界を自ら認めた九

そもそも、共同体レベルの政策の決議に関して

最高の決定権を持つ機関は閣僚理事会て、あり 、 委

員会がこの意味で拘束を受けるのは自明の ことで

ある。しかし、 委員会にはまた、 政策立案の権限

があり、この領域では、（その後の決議で採用さ

れないにしても）共同体としての政策の方向性を

提案することができる。 一方、政府間協議で取り

扱う政策領域は当事国のみに特有の要件に限定さ

れるのではなく、欧州共同体すべてが関与する、

すなわち域内市場の完全実現という目的に沿った

ものである。その意味で、政府間協議は、 EC の

政策立案および意思決定プロセスを拒否しつつ、
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国家（間）レベルの審議を経て合意が得られた領

域については、これをより法的拘束力のある、機

能的で運営可能な規定とするために EC レベルの

政策へと格上げするための暫定措置としての性格

を備えたものであると捉えることができる。

委員会はこのような組織的な特質を背景に、政

策協調への同意を得ている領域をその実体化にむ

けて整備すると同時に、共同体が目指す移民政策

の方針を独自に設定し、アジェンダへと昇格させ

るよう努める、といった、複合的な戦略を推し進

めることとなる。この時期を境に、共通移民政策

は常に「上から」と「下から」の双方のベク ト ノレ

の均衡点を随時設定する作業の結果として呈示さ

れるようになっていく。そして、それが共通移民

政策の性質（の変化）として現れることとなる。

共同体レベルでの政策の実体化の対象として認

識された（域内外）国境管理および司法 ・ 内務協

力について、欧州委員会はコーディネーターズグ

ループを通じてその目標達成に努めた。 1989 年の

マドリッド会議で提出されたノfルマ文書（Palma

Document）は、域内障壁の除去のためにはまず

域外国境警備の強化が不可欠であるとの考えのも

とに、共通ビザ、難民政策、共通国境管理政策お

よび共通テ ロ・麻薬取引対策の構想、を提案したも

のであった九域内国境の廃止に直接的に関わる

法的、政治的措置の重要性に着目したこの構想は

シェンゲン協定にも影響を与えることとなり、翌

日90年にはダプリン条約とシェンゲン補足条約が

調印される。

もっとも、域内国境の廃止を達成させる条件の

ひとつとしてコ ーディネータ ーズグループが抱い

ていた理念は、加盟国の合意を得ることができな

か っ た。 この会議において、コーディ ネ ータ ー ズ

クーループは第三国出身者（TCN）の地位保障につ

いての共通政策方針を文書の中に盛り込む ことを

提案したものの、結局はこの領域における国家の

権限の優位を主張する加盟国の反対にあい、実現

はされなかった。

また、 1990 年のローマサミットの際、同グルー

プは総合的な移民政策の領域での加盟国間協調の

必要性を説いた。このクルー プは、 現在 EU (EC) 

全体の目標として、①新規移民圧力（庇護申請者、

難民、不法移民などの流入〉 を調整あるいは制限

することと、②既存の合法的な移住者（TCN)

の社会的、経済的統合を進めることの両方が定め

られなければならず、そのためにはまず後者の施

策についての加盟国聞の調整が必要であるとの考

えを示した。

これに対し、 AHIG は、既存の第三国出身者

(TCN）の社会的地位の保障のためには出入国管

理が健全に行われることが先決だとし、その万法

について真っ向から意見が対立した。結局、コー

ディネーターズグループは、加盟国がその裁量を

固守する統合政策について、「それが国家主権に

かかわることであってもヨ ー ロッパの次元を踏ま

えた視点を持つべきだ」との意見をするにとどまっ

fこ担。

2-4. 統合の危機とその克服

1990年代初期における移民政策方針の進展は、

一見 EC が統括的な役割を果たしているようでも、

実際は加盟国の利害が大きく影響した。 ドイツ、

フランス、オランダ等が厳 し い（restrictive）難

民政策をとるようにな っ たのはこの頃である 。 折

しも、 1992 年のマーストリヒト条約調印後、 EU

(EC）そのものに対する加盟国の信頼感が揺らぎ、

その批准までのプロセスに障害がもたらされた。

いわゆる「ブリュ ッ セル行政」に対する批判が相

次ぐ中、加盟国は、依然として改善しない国内要

因 （不況、 失業の克服等） と、国家の安定性を脅

かす対外要因（冷戦崩壊に伴う中欧、東欧の動 き

およびそこか らの大量難民流入の可能性〉を抱え、

問題解決をむしろ各国レベルで行う方針を採った。

しかし、このような国家の行為が予想された欧州

統合の危機を導くことはなく、 EU (EC）はその

後 1993年のマーストリヒト条約の批准を経て、 再

び‘統合の程度を深めてい く。

移民政策の領域を振り返ると、加盟国が再度統

合の方向へ向かった主な契機は、加盟国自身が抱

える問題を超国家 レベルでの解決という手段に託

したということよりも、むしろ、共同体側、 つま

り欧州委員会の主導力によるところが大きし、。欧

州委員会は、 未だ達成されていない単一市場の形

成および域内障壁の除去という目標加の不可欠の
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前提として（共通）移民政策を捉えなおし35 、 ま

た 、 その軌道修正に加盟国側が合意 したのであ

る 360

EU (EC）は、 以後、 移民政策領域におけ る形

式上のイニシアチブを取ることに成功してい く 。

しかし、 出来上がった共通移民政策体制は、国家

が主体となる移民政策体制を完全型とするならば、

きわめて不完全なものとなったと考えられる。マー

ストリヒト条約とその後の条約改正（アムステノレ

ダム条約）に規定される移民政策は、その「取り

締まり」 とし ての性格が強調さ れ 、 移民

(migration）現象を総体的な視点から捉えたもの

ではない と移民研究者に批判されるようになって

し、く。

3. EU レベルの政策調整への着手一
欧州連合条約と「共同体化」

3-1. マーストリヒト条約による組織改革

移民政策の共有化の必要性が認識されてから 、

欧州連合条約によって本格的な政治統合へ向けた

新たな段階が生じるまで、 EU (EC）内において

は、共同体レベノレと政府間協議レベルという 二つ

の流れが併存していた。共同体が打ち出す政策方

針はしばしば加盟国の合意を得られず、従って実

体化するものは隈られていた。一方、加盟国は、

それでもこの政策領域を自国のみで対処すること

はもはや不可能という認識を持ち、政府間協議を

通じて問題解決に乗り出した。しかし 、 この枠組

により決定されたルールは加盟国すべてに効果を

及ぼすことはなく 、 しかも 、 協定当事国聞におい

ても、それは一般国際法の次元における効果を及

ほ．すにすぎず、圏内法の改正を必要とするような

拘束力を持ち合わせてはいなかった。

欧州連合条約によって、 この政策領域における

意思決定プロセスが形式上統合された。各加盟国

が共有するべきと考える政策を法的拘束力を持つ

共同体法として実体化さ せることができるように

なったのである。 こ の新段階は、 果たして移民政

策領域における EU の主導権の獲得とみなされる

のであろうか。

マ ー ストリヒト条約下の共通移民政策は、「第

三の柱」である「司法・内務協力」の枠内に位置

付けられた（図 1参照）。これにより、乱立してい

た諸政府間組織の合理化が促進されたが、 一方で、

この政策領域は社会政策（社会統合政策） 、 対外

政策（国家間交渉に基つ．く人口の出入コ ン トロ ー

ル） 、 安全保障政策（難民の庇護をめぐる国際政

治に関わる政策）等を含めた包括的な性格として

ではなく、あくまでテロや国際犯罪と関連する治

安政策として位置付けられた。

「第三の柱」とは、 「第二の柱」（共通外交 ・ 安

全保障政策〉と問機、 EU レベルではなく政府間

協調の枠組みの中で遂行される領域である。しか

し、 欧州連合条約（TEU）の Kl 条では、 9 つの

領域における加盟国間て、の問題関心の共有化の必

要性がうたわれている。それらは、 1.難民政策

(asylum policy) 2.共同体域外国境管理規則 3. 

移民政策および第三国出身者に関する政策 4. (7 

項から 9項にあた らない範囲での〉 麻薬問題の撲

滅5国際レベルでの詐欺行為への対処 6内務 ・

司法協力 7 .犯罪事項に関する司法協力 8.税関

協力 9. テ口 、 違法麻薬取引、 その他の国際重大

犯罪の防止および撲滅に向けての警察協力である。

こ れらの領域に関し、 K3 条では欧州、｜委員会が

加盟国と共同で主導権を行使し、さらに、 EU レ

ベルでの意思決定過程において諮問的、また協力

的な役割を果たすこ とができることが示さ れた。

同時に、欧州司法裁判所の権限も拡大され、この

分野での EU の政策に起因して起こった論争に対

し、 司法の立場からの解釈や仲裁が行えるように

なった。さらに、 K9条では、 Kl 条で掲げた項目

のうち、 l から 6 までの事項については、政府間

枠組（「第三の柱」から共同体（「第一の柱」）の

管轄事項へと移譲できる可能性を持たせた。この

ように、 移民 ・ 難民問題に関する領域を形式上政

府間枠組みの中に位置付けたものの、 共同体に一

定の主導権を与えたり、 一部を （将来的な）共同

体レベルのア ジェンダとすることで、実質的には

条約以前に比べ共同体の力が増強されたと考え

られる 370

欧州連合条約による移民政策立案過程の合理化

は、 K4委員会の設立によって促進された。 こ の
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組織は コ ーディネ ー タ ー ズグループに取って代わ

りつつ、 アドホックに乱立 していたさまざまな移

民政策関連の政府間部局を統合するだけではなく 、

同時に従来はなかったそれらの管轄という役目を

持つ。以後 、 K4 委 員会 は提案や勧 告

(recommendation） を直接 COREPER に提出し 、

COREPER はそれらを JHA の議会に提出するこ

ととなる。

3-2. EU 主導の政策方針とその限界

欧州委員会は、 国家の権限に配慮しつつも 、 共

通移民政策の方向性に関し主導的な役割を全う し

ようと試みることと な る。

ひとつは、 域内の入国管理政策である。委員会

の勧告（recommendation）を経て、 1993 年、 議

会はヒ ト の自由移動と表裏一体の政策としての移

民政策に関する行動計画を表した担。 これは、 共

通ビザ政策、 不法移民取り締まり 、 違法麻薬取引

や組織犯罪等に関 し、 受け入れ国側だけでなく移

民送出国側との対話を通じた二元的、 あるいは多

元的協力関係の構築を提議するものである。

次に、 欧州委員会は難民政策に関し、難民条約

（ジ ュネーブ条約）に照らした EU共通の難民の定

義の確立の必要性を訴えた。 これは、 1992 年末の

EU加盟国移民問題担当相らによる議論に関連す

るものである九 このとき主な議題とされたのは、

「明らかに根拠のない庇護申請」への対処、 いわ

ゆる「安全な第三国（safe third country）」を

経由した個人による庇護申請の却下、 そして「安

全な国」出身者の庇護申請につ いて、個人がその

安全性を否定する証拠を提出できない限り 、 その

人は本国へ送還されるこ と等を規定することであっ

た。共通ビサ、政策の一部はこの時期すでに共同体

レベ；t,<0 （「第一の柱」） と されていたが、こ の時

点で欧州委員会はすでに、 当時「第三の柱」で取

り扱っていた領域をも含めた難民政策（asylum

図 1 「第 3 の柱」と移民政策関連組織
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policy）全体を将来的にに共同体化さ せようと考

えていたこ とが分かる。これは、 1993年の欧州連

合条約発効後、 委員会が K9 条の難民政策への適

用可能性に関して委員会の権限の強化を希望した

ことからも推察できる。 事実、その後のアムステ

ルダム条約により、難民政策（asylum policy) 

は完全に「第一の柱」の政策となった。

さらに注目すべきは、 委員会が、いわゆる包括

的な国際移民政策の具現化への意欲を示した こと

である。 1994年、委員会は、「議会と理事会に向

けた移民政策に関するコミュ ニケ ー ション」の中

で、 従来のアドホック的な移民流入規制ではなく、

この問題を戦略的に解消するような政策の必要性

を訴えた九それは、①移民現象の「根源（root

cause）」を絶つ目的のもとでの、送出地域におけ

る移民送出圧力の減少戦略、 ②人口移動のコント

ロ ール政策、③合法的な第三国出身居住者の地位

の保障政策である。

①については、移民が排出される地域における

政治 ・ 経済・社会的状況の調査および移民の出身

地およびその目的地との連関についての分析が必

要とされ、 EUROSTAT等を通じたデータ収集が

求められる。②については、移民認可政策の共通

化や、人道的配慮に基づいた家族再結合政策の調

整が検討されている。ここでは、避難民の一時的

保護の整備の必要性も言及されている。そして、

不法移民への対処については、彼らの出身地およ

び彼らを取り巻く社会的状況を調査しつつ、入国

申請を却下しつつも送出国への安全な帰還を図る

よう、当事国間で交渉を行うなどの提案がなされ

ている。さらに、③については、この包括的な移

民政策の前提として、既存の「合法移民」である

これら第三国出身者の法的、社会的地位保障の実

現の不可欠性が唱えられている。

委員会によるこの提案は、受け入れ国サイドの

移民関連政策、 すなわち、移民の出入国管理とそ

の統合政策を、 一方だけが関与する政策として捉

えるのではなく 、 移民送出国側の状況も変数とし

て取り入れることの必要性をうったえたものであ

る。これは、移民政策を単なる国家政策ではなく

もはやグローパルレベルでの政策の一種として捉

えたうえで戦略的かっ主導的な人口管理政策を打

ち出そう と してい る点で画期的なものであると評

価できる。

このように、 EU は欧州委員会を中心に主導的

な役割を果たしつつ、共通の政策方針を打ち出す

こ とを試みた。しかし、この動きは加盟国による

合意が得られなかったことで頓挫する。

マ ー ストリ ヒト条約は、移民政策の領域にお い

て関連諸グループの統一および「第三の柱J のも

とでの管轄という体制を可能にした。 しかし 、

「第三の柱」はあくまで政府間協議の枠を出るも

のではなかった九このことが意思決定プロセス

の不完全性、 不透明性を残す結果となる。ま た 、

シェンゲン条約等、従来の国際法の形式に基づ く

jレールとの整合性をどう捉えていくか、という問

題も同時に生じることとなった。このような 、 組

織編成の不徹底さによる不都合を克服するものと

してアムステルダム条約が誕生することとなる。

3-3 . アムステルダム条約による組織変革

1996年、アムステルダム条約が調印された。こ

れにより、移民政策領域における EU の権限はよ

りいっそう強いものとなった。具体的には、それ

は、政策の共同体化と、政府間協議の枠組におけ

る EU の権限の強化として示されることとなる。

まず、マ ー ストリヒト条約下で「第三の柱」 と

して位置付けられていた「難民・移民政策J、「域

外国境政策」、そして「司法・内務協力」の一部

の領域は、新たに「第一の柱」に組み込まれる43

こととなった（図 2参照）。新 しい欧州共同体設立

条約（TEC）の第W篇において「ビザ、難民、移

民および人の自由移動に関する政策」というよ頁目

のもとに整備された領域は、以後、法的拘束力を

持つ共同体レベルの政策として機能することが可

能となった。

マーストリヒト条約 （TEU）の第W 篇（Title

VI) によって定め られた「第三の柱」のもとでの

共通移民政策は、複雑で、きわめて不透明な性格

を持つものであった。そこでは、 EU の持つ権限

は限られたものであった。伊ljえば、 欧州議会は、

閣僚理事会からの諮問を受けることはできたが、

多くの場合理事会からの報告を受けるのみであっ

たし、欧州委員会に与え られた主導権は、 一定の
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領域に限られたもので、しか も独立のものではな

かった。欧州司法裁判所（ECJ）の権限も、条約

中に（または他の文書に） ECJ の裁量を認める規

定が明確にある場合のみに限られていた。また、

政策立案の際の意思決定プロセスはすべて全会一

致の形式をとらなければならず、多くの場合事実

上の麻簿が懸念、された。

「第一の柱」への移行はこの政策領域への EU

組織の関わり方を変化させた。ほとんどの領域に

おける実務レベルの移行期間はアムステルダム条

約発効後 5年間と定められたが、この期間の終了

後、閣僚理事会は提議の審議に関し、直接に欧州、｜

委員会から提出されたもののみを取り扱うことと

なった。また、 意思決定プロセスは全会一致だけ

でなく、特定多数決形式をも取り入れることとなっ

たr 後者につ いては、 第IV 篇に規定される政策だ

けでなく 、緊急時の暫定措置（例えば非加盟国か

らの急激な大量避難民流入の危機への対処）もそ

の対象となった。 理事会の役割は意思決定の側面

のみならず、加盟国どうし、あるいは加盟国と委

員会との聞の調整役としての側面においても強化

されることとなった。既存のあらゆるレベルの運

営部局は廃止され、 一部を除く 44すべての部局は

今後直接COREPER （常任代表委員会）の管轄下

におかれる。欧州司法裁判所（ECJ）や欧州議会

の権限も拡大し、 より透明性のある、民主主義的

な枠組が確立された。

3-4. シェンゲン・ダブリン条約の取り
込み

政府間協議に基づ‘ く既存の多国間協定も、段階

的に共同体の枠内に取り込まれることとなった。

域外国境管理や域内国境の廃止、統一 ビザ政策、

庇護政策などの領域における政府間調整の必要性

をうたっていたシェンゲン（補足）条約は、「シェ

ンゲン ・ アキ」として共同体レベルの法規となっ

た＂o また、庇護権の審査国の決定や個人による

複数の庇護申請の禁止について定めたタプリン条

約も、近い将来共同体の法規として吸収されてい

くことが推測される九 これは、難民政策に関す

図 2 アムステルダム条約後の組織改正

［図 1] を参考に作成

第 1 の柱
EC政策

COREPER 
常任代表委員会

ビザ・難民・移民および
人の移動に関する政策

難民・移民政策
域外国境政策
司法・内務協力
税関協力

犯罪に関する
警察・ 司法協力

テロ・麻薬・組織犯罪対
警察協力
犯罪法調整

人種差別・ゼノフォビア対策

EUROPOL 
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る閣僚盟事会の権利として、 以下に記す 7 つの点

が明記されているこ とから分かる。それらは、①

非加盟国民から提出された庇護申請について、 ど

の加盟国がそれを審査するかその基準およびメカ

ニズムを定める、②加盟国が庇護申請者を受け入

れる最低基準を定める、 ③非加盟国民を難民とす

る資格の最低基準を定める、 ④加盟国が難民の地

位を付与する、 あるいは剥奪する最低基準および

手続きを定める、 ⑤出身国への帰還が不可能な、

あるいは他の理由で国際保護が必要な非加盟国か

らの避難民に対し一時的保護を与える際の最低基

準を定める、⑤難民や避難民の受け入れの際の負

担を加盟国間で均等化するような措置を定める 、

⑦非加盟国からの突然の大量避難民の受け入れ等、

ある加盟国が緊急の事態に直面したとき、閣僚理

事会は、委員会からの提議を特定多数決を経て、 6

ヶ月を超えない範囲で暫定措置として採択するこ

とができる、というものである。

上記の 7点のうち、 ①と②については、 ダプリ

ン条約を（修正の余地はあるにせよ）将来的に共

同体法へと転化させる意図を反映したものだと い

える。また、③から⑦はアムステノレダム条約には

じめて明記された政策領域であるが、 これは、 ①

と②の政策がより機能的に実行されるために準備

された政治措置であると捉えることができる。

3-5. 「第三の柱」に残った領域

欧州連合条約（TEU）の第VI 篇に規定される

「犯罪問題に関する警察 ・ 司法協力J は、 引き続

き「第三の柱」 に と どまることとなった九人種

差別や外国人敵視（ゼノフォビア） 、 テ口、人身

売買および児童虐待、 麻薬、 武器取引、 詐欺など

を取り扱うこの領域では、 政府間協議の枠組のも

と加盟国聞の警察、 税関、 司法機関およびその他

の関連する部局の協力体制が整備される。

もっとも、 この協力体制は従来のものとは違い、

EU の権限が大きく入り込んだものとなった。閣

僚理事会や欧州委員会の主導的役割は強化される。

特に、閣僚理事会が打ち出す「共同行為（j oint

action) J、 「基礎枠の決定（framework decision）」

などの政治措置は、 共同体指令（directive〕とほ

ほ‘同様の効果を持つ。これは、 政策を打ち出すに

あたり、これらの措置がその結果に照らして法的

拘束力を持つことを意味する。

加えて、 EUROPOL の機能の強化が注目される。

新条約により 、 EUROPOL は加盟国の関連組織に

よる特定の調査の実行を支持し、あるいはコーディ

ネ ー トしたり 、 それを簡潔化する権限を与えら れ

ることとなっ fこ。

3-6. アムステルダム体制の限界

アムステルダム条約により 、 （ビザ政策の一部

を除き）それまで政府間協議のレベルで模索され

ていた移民政策領域は、共同体レベルのアジェン

ダとなるか、または政府間枠組みに留まりつつも

そこでの意思決定プロセスへの EU 各組織の関与

性を強めることで、そのより統一的なものとなっ

た。また、 既存の国家間協定（シェンゲン補足条

約等）も共同体レベルの法的措置として組み込ま

れることとなり、組織上だけでなく実質的にも加

盟国がこの政策領域における権限を共同体へ と 移

譲する傾向が覗える。

l確かに、アムステルダム条約は、マ ー ストリヒ

卜 条約に比べて形式上より大きな超国家的優位性

を獲得した。しか し、この組織上の編成は、共同

体に無制限の権限を与えているわけではない。国

家の優位性は未だ存続し 、 「第一の柱」の領域内

でさえ、 加盟国の権限の完全な移譲は成功してい

ない。移民の入園、居住許可の条件、 不法移民と

不法居住者、第三国出身者（TCN）に EU レベル

の居住権を与えることやその条件を定めること等、

いわゆる「移民 (immigrant）」を取り扱う政策

一般について、同条約は、共通政策の実現を目標

とする と 同時に、加盟国がその国内秩序の安定を

図るためにこの領域に関する政策を自由に解釈で

きると明記している（63 条）。また、 域外国境通

過に関する加盟国の対外関係について、 同条約は、

各加盟国が共同体法やその他の関連する国際規則

に抵触しない限り、独自に非加盟諸国と協定を結

ぶ権利を認めている。 さらに、 64 条は、 「この篇

は加盟国がその圏内秩序の安定を保持するという

目的に基づ く 責任を行使する ことに影響を与える

ものであってはならない。」と規定され、 W 篇全

体において加盟国の一定の裁量の余地が許されて
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いる 。

EU の主導権そのものの実効性を問題視する見

方もある。 K Hailbronner は、超国家レベルの

権限について、 形式上は強化されても実質的に機

能するかどうかが問題であると考える。立法組織

の機能について、彼は、 第W篇のも とでの移民政

策が 5年間と いうタイムテー フ拘ルを設定したもの

であることと、この期間の意思決定プロセスが全

会一致の形をとり、また欧州議会の役割も諮問的

なものに限られることを取り上け＼その形式が

「第三の柱」の下での政策に対するものと閉じで

あることを指摘するへもっとも、この期間の終

了後、 意思決定プロセスは段階的に全会一致から

特定多数決へと移行するようになっている。これ

により 、 EU がより聞かれた、民主的な政治体制

になることは望ましいことであるが、実際は、こ

の手続き上の変革により、加盟国が「補完性の原

則」 （5条）を利用し、共同体法規の限定事項とし

て各自圏内法規を整備することも考えられる。

そして、 彼がもっとも根本的な問題と して呈示

しているのは、「第三の柱」から「第一の柱」へ

の移行プロセスそのものについてである。法学者

である彼は、本来一般国際法上の性格を持つ規定

を共同体法に転化する作業は自動的に行われるも

のではないことを喚起する。このことは、移行段

階における加盟国間の交渉如何によっては共同体

法制化が拒否される項目も出てくる可能性がある

ことを意味するのである。

一方、 新条約がシェンゲン（補足）条約を議定

書の中におさめたことで、いわゆる「シェンゲン・

アキ（Schengen acquis） 」 とオプトアウト国（英

国、アイルランド、デンマーク）との関係が問題

となる。 EU加盟国でありながらシェンゲン協定

に加盟していない英国とアイルランドについては、

将来同条約への加盟が予想されるにしても、これ

らの国に特有の権利や義務について特別な協定が

定められる必要がある。そして、シェンゲン（補

足）条約に調印しつつも第IV 篇に反対しているテ

ンマーク 帽にとって、同規定はあくまで従来の国

際法規としての』性格を持つものに留まる。このよ

うに、オプ卜アウト国の存在によって同じ規則が

法律的に違った意味を持つという奇妙な状態が生

じることとなる却。「アキ（αcquis）」と「オプト

イン ・ オプトアウト」の概念は EU の深化だけで

なく、その拡大にも伴い常に活用される も のであ

る。 これは、今後、一般国際法の形式に基づく条

約や協定が共同体に組み込まれるときにはほぼ確

実に起こりうる問題であり、共同体を内側から分

裂させる原動力と もなりうる。

Hailbronner は、 また、 「第三の柱」における共

通決定はあくまで圏内法の解釈を経て実行される

ものであるこ とを問題視する。彼は、例えば国外

退去命令や国外追放なと、の決定については、それ

が共通市場成立に関する域内国境の廃止と密接に

関わる性格を持つだけに、それらの施行を圏内法

規だけに頼るのはその目的に照らして矛盾したこ

とであるという九実際は、この枠組における国

家間の政策協力が不可欠である ことは各国により

認識されており、新条約は、まずは政治の領域で

各国聞の調整を図ってい くことをねらったもので

あることが覗える。 EU組織や EUROPOL 等によ

る監督、 主導力の強化は、この領域における政策

協調の分野が固まり次第、将来的に共同体レベル

へと昇華する ことを可能とさせるための基盤作り

として理解する ことができる。

4. EU 主導による戦略的マイグレー

ション政策ー「包括的移民政策」

4-1.アジェンダ・セッターとしての EU の

試み

EU は、政治統合以前から、常に移民政策の領

域で独自の指針を打ち出し、それを実体化さ せよ

うとしてきた。しかし、 それは往々にして加盟国

の反対にあい、実現化されることはなかった。現

在EU がその権限を行使しうる領域はと言えば、

それは従来政府間グノレー プの協議によって進めら

れてきた政策であり 、 いわば事前に当事国の政策

方針として認められていたもの、 あるいは多国間

交渉による妥協がなされたものであった。

アムステルダム条約は確かに EU 各組織の権限

を拡大し、より合理的で透明性のある共通移民政

策を可能にするような組織編成をねらったもので
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ある。しか し、 その目的はマ ストリヒ卜条約の

ときと同様、乱立し、かっ複雑な関連組織をどの

ようにまとめるか、また、 EU の枠外に存在した

多国間協定との複雑な併存関係をどのように処理

するか、というものに終始している。

一方、新たな指針については、 EU は独自にそ

れを打ち出しておきながら、具体化の段階になる

と、事実上、それを加盟国の手に委ねてしまって

いる。それでも、 EU が、予測されうる国家の力

による制限を覚悟しつつ、包括交渉による新たな

政策を主導していこうとするのは、移民政策領域

に関する本質的な対応の変化が必要であることを

認識しているからだろう。

今回の条約改正による EU組織の権限の強化は、

EU が加盟国の利益を図りつつも、もはや国家レ

ベルでは対処しきれない問題に対し、 EU という

地域全体の利害に即して取り組む姿勢を裏づけす

るものである。特に、専門家による分析などを基

礎にした移民圧力減少戦略や、そのための対外交

渉を、以前よりも具体化した将来の政策方針とし

て打ち出す、という現在の動きは注目に値する。

なぜなら、今までの政策がもっぱらアドホックな

処方であったのに対し、このアプロ ー チは、より

長期的な視野に基づく戦略であるからである。

この政策が移民・難民問題の根源的な解決およ

び受け入れ地域の安定を目的とすることについて

は加盟国の総意が得られるとしても、その目的を

達成させるためにこのアプローチが適切であるこ

とを正当化することはきわめて困難である。 この

ため、この種の政策を実行に移すには、立案段階

から専門家の関与が不可欠となると同時に、この

プロセスについての加盟国の同意が必要となる。

さらに言えば、 EU が、その持てる情報と理論に

基づく説得によって、 加盟国がその EU レベルの

問題を自国の安定に直接に関与する問題である、

と認識するように仕向けなければならない。 EU

はこの認識に基づき、現在、前述の「移民政策に

関する戦略報告書」をはじめ、い くつかの「説得

の材料」を呈示している。

4-2. 「移民政策に関する戦略報告書」考
察

将来に向けての提議として JHACouncil に提出

された「移民政策に関する戦略報告書臼」は、 EU

が取り組むべき新しい形の移民政策の方向性を表

したものである。この報告書は、現状の欧州共通

移民政策の限界を指摘し、アムステルダム条約に

定められる移行期間である現在を通じて、近未来

に理想、とされる政策がどのようなものとなるべき

か、また、その実現に向けて加盟国や EU がどの

ような政治的努力をする必要があるのかを論じて

いる。

この報告書は、 今日の共通移民政策が、も っぱ

ら受け入れ国での取り締まりの強化に終始してい

ることに触れている。出入国管理と警察 ・ 司法協

力による不法入国者対策が、たとえ統計上の成果

（つまり、不正庇護申請および庇護権申請件数そ

のものの減少〉をあげたとしても、それは必ずし

も実質的な目標（つまり、本当の意味での域内入

国者数の減少〕を達成できるとは限らず、むしろ

庇護申請という形式をとらない不法移民数を拡大

させる可能性がある。不法移民数が増えるという

ことは、それが警察や内務 ・ 司法協力による取締

りの対象となったとしてもその正確な人数や対象

者の個人デー タなどを把握することが困難となる

ことを意味しており 、 結果と して、取り締まり政

策がその目的に照らして成果をあげているかどう

か把握することができなくなる。

また、（不法）移民の本国送還について、個人

の側からの帰還の希望があるにもかかわらず、送

出国から受け入れを拒否される場合もある現状に

おいては、目的が達成され得ない。

これらの見解に基づき、この報告書は、今世紀

中に達成すべき目標として、従来の政策の見直し

を踏まえた、より広範な政策立案の必要性を唱え

ているく資料参照〉 。これは、 大きく 、 1 移民の

根源の除去を目指した当事国間協力、 2 不法移民

対策、 3難民 ・ 移民（統合）政策の改善、 4避難民

の一時的保護規定の縫立に分かれている。

対内的には、 まず、「難民」として認定する統

一基準や庇護申請およびその認定に至るまでのプ
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ロセスの合理化（ビザ政策等を含む）等の、 いわ

ゆる一般的な難民政策や、家族再結合の目的を含

めた合法移民の社会的地位保障政策等の、いわゆ

る（合法）移民統合政策領域における徹底した統

ーが求められる。これらの領域は、加盟国間の裁

量の余地が残されているものの、将来的には超国

家機構による目的の達成が予測されると考えるこ

とができる。しかし、その手段はあくまで既存の

政府間協議や協定に基づいた組織の延長線上にあ

り、この報告書や他の専門家グルー プが提案する

ような53、欧州レベルでの補助機関（例えば「欧

州移民監視機構」など）を通じたものではない。

このことは、 今後、統一政策が完成しでも、政策

の対象となる個人と EU との関係が不透明なまま、

つまり、個人が居住する国家との聞における関係

において十分な待遇を受けているかどうかが判ら

ないままになる恐れがあることを意味する。

また、 緊急、の事態に対応する措置 としての一時

的避難民保護や、非合法移民を含めた移民の帰還

に際する資金援助の是非について、 つまり、人道

的配慮に基づく民主主義国家としての責務の果た

し方については、加盟国聞の合意を得るような具

体的な政策立案は未だなされていない。そもそも、

この領域は、西欧国家が、国際法に規定される範

囲の外での人権保護に際し、その国家体制の特質

から自発的な行動をするという理念、に沿ったもの

であり、そのため、法規制としての具現化が困難

であると同時に、加盟国すべてを拘束するような

規則を設定しにくし、

最後に、 想定される移民送出国に対する経済援

助や政治介入を通じた戦略的移民（根源解消）政

策について、それが確実に実効性を持っと各加盟

国を納得させるのは非常に困難であるといわざる

を得ない九報告書中にも、その短期的、中期的

な成功は望めないこと（経済援助の効果があらわ

れたり、政治的安定の回復がなされた当初はかえっ

て先進国への移民が増える可能性があること〉が

認められており、あくまでこの政策が長期的な成

功をもたらすものであるという学術的な考察のみ

が同政策の実践への合意を促す説得の材料とされ

来に焦点をあわせたものであるため実証ができな

いという欠点も併せ持つ。

しかし、 実際には、この包括的アプローチは、

すでに加盟国により独自に展開されているという

事実話もある。加盟国との交渉段階は、 事実上、

現在行っている二国間交渉の調整作業となってい

くことが予想される。

4-3. 戦略的移民政策とその対外効果

「移民問題に関する戦略報告書」では、 EU 加

盟国の地理的な配置に照らし、移民 ・難民問題に

関する将来的な対外政策の方向性を探っている。

第一章でふれたように、冷戦後の今日における

移民 ・ 難民発生地域、 それも急激な、大量の人口

移動が予測される地域はノイルカン半島周辺諸国で

あり、かっ、非EU加盟国民が EU 域内への入国

を試みる際の通過国は現在の EU 加盟申請国とほ

ぼ一致する。これに鑑み、本報告警は 4 つの領域

を定義することによる移民政策の同心円モデルを

呈示する（下図参照）。

N 

l 第一サ ー クル（シェンゲンエリ ア〕
TI 第二サークル（他の EU加盟国オプト ・

アウト 国）

E ： 第三サ ー クル（EU加盟申請国 中 ・ 東
欧、 地中海諸国等）

IV 第四サー クル（その他。 EU への 〈潜在
的〉 移民送出国 中園、アフリカ等）

ているのである。しかも、この戦略に関する学術 ここでは、移民政策関連領域のうち 、 最も厳し

的な考察にはまだ不十分品な点が多く、また、将 い取り締まりを行う第一のサークル（シェンゲン
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資料： 「移民政策に関する戦略報告書」が掲げる政策目標

一移民送出国内の移民送出圧力の抑制

ー紛争地域への介入

ー開発援助 ・ 経済協力の拡大

ー移民受入国と送出国間の政策協力
ー 人権（擁護）基準の向上

ー不法移民数の削減およひ不法移民ネットワー

クの撲滅 ブ
移民数調整

ー移民に関するデータの収集の基準設定およ

びその改善

ー新規移民の量的把握のためのシステムの促

進

ー第三国出身移民および家族再結合に関する
規則の標準化

ー移民政策の配慮の下での帰国促進策
ー不法雇用の撲滅

以下の段階におけ号外l玉
盤に関する統一概念め
①入国ビザ付与時
②トランジットの際の移動先註認時

21 世紀中の目標

-EU内部におけるあらゆる移民政策関連の

意思決定の結合

ー第三国市民に対する EUの移民調整のため

の当事〈第三〉国査察 辛
ー多国間規模で組織される不法移民取引の有
効な撲滅策の立案

ー乱用される恐れがなく移民政策の目的達成

が可能となるような法的措置 ・手続きの設
置

ー共同責任体制を備えた域外国境政策
-EU庇護権法の設置。これは、難民条約に

則り、かっ今日の必要にかなった保護シス

テムを補う総合的なものでなければならな

し、。

③トランジット先の国家が EU アキを実行す

るとき

④EU域外国境警備時

⑤域内国境でのセキュリティチェックのと

き

⑥庇護関連法、外国人関連法に基づく目的

地での緊急手続き時

回統合促進に関連した合法移民の地位の確立
ー難民保護の新しい形態の確立、

ー避難民の一時的保護とその負担の共同化
ー移民の受け入れ国内での社会統合プログラ
ムの模索

，庇護申請手続きの改革

ーもっぱら法規制にのみ基づくA保護の概念を

政治的要素を含む概念へと変える努力（明

ー不法移民の送還に関する一貫した有効な体

制の確立

移民に関する法規制の統－ i,,,

ー移民に関する欧州委員会の権砲の集中
ー閣僚理事会の運営部局と理事会、 および委
員会レベルの行政機構双方について、その

機能構造の合理化

ー移民政策の意思決定を EU の外交政策の優

先毒事項とリンクさせること

ー 移民政策を取り扱う行政機関の統一性、手
続きの合理化

司法的性格の有無に関わらずあらゆる特殊な

組織や別個の母体を再統一すること
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エ リア）を確立した上で、 それを取り巻く 他の三

つのサークルの機能と 、 各サークルが EU と の関

係において果たすべき義務が説明される。第二サー

クル（シェンゲンエリアでない EU加盟国）にお

いては、アキ（αcquis） を通じたシェンゲン協定

の標準への段階的な移行が求められ、 さらに第三

サークノレ（EU加盟候補国 ： CIS、 バルカン諸国、

トルコ、北アフリカなど）では トラ ンジットの際

の取り締まり、移民流入のための組織網の取締り

など、不法移民の温床とならないよ うな基盤固め

が求められる。そして、一番外側にある第四サー

クル（中東、中園、中央アフリカなど）は、事実

上移民送出地域として認識され、 EU の経済援助

の有効活用を通じた EUへの移民のプ y シュ要因

の除去が求められる。

で のうち、 現時点で特に取り上げられるべき点

は第三サークノレ、 つまり中・東欧の EU 加盟申請

国と EU との関係であろう。移民 ・ 難民問題に関

して目下課題とされているのは、これ らの国の経

済発展を含めた社会的安定の確保と、 （特に東側

の） 国境警備に始まる出入国管理体制の整備、そ

して民主主義理念の浸透である。これは、それぞ

れ、中 ・ 東欧諸国民の 「西」 への移住の防止、い

わゆる第四サー クルか らの人の流入の予防、人権

保護に関する国際規範の遵守 （強制国外退去の回

避等） とい っ た 目的を達成させるための手段とし

て認識され る。 EU は、これらの国の加盟申請を

許可する条件 （pre-accession 戦略） に移民政策関

連の要件をリ ンクさせることで、少なくとも交渉

の段階において成功をおさめている九 しかし、

EU の このような戦略が中・東欧諸国内における

実行の段階で効果を発揮するかどうかは疑わしし、。

なぜな ら、この戦略が EU側に一方的利益をも

た らす側面がある語か ら である。ダブリン条約に

定める「安全な第三国」の規定が共同体レベルに

まで引き上げ、られると、仔ljえばポーランドなど、

EU に隣接する中 ・ 東欧諸国に事実上庇護申請者

が多数留まる。 EU諸国により庇護申請を却下さ

れた人々がこ の地域に居残る可能性も出てくる 。

大量の （不法） 移民 ・ 難民を抱えるこれらの国々

に対し、 EU は OSCE や UNHCR など他の国際機

関とともに、民主主義的理念を浸透させ、 非人道

的な圏外強制退去等の措置を控えるよう説得する。

結果として、これらの国は歓迎せざる移民を抱え

ながらもそれを国家の独自の裁量のもとに正当な

理由によって排除できなくなる。

EU はこのような危機を予防するために中 ・ 東

欧諸国の東側の国境警備やその技術面でのノウハ

ウを教えるプログラム等を行っている59が 、 一方

で、自らの政策方針を打ち出す際、 このような

「取締り」的な政策のみで事実上の移民問題の解

決が図れないことを認識している。さらに、現状

を鍛みると、 中欧・東欧諸国の中には「安全な第

三国」として定義されうるには程遠い国もあり 、

事実上、 自国が潜在的移民の送出国でありながら

も外からの移民に対処せざるを得ない国もでてく

る。移民問題（migration iss ue〕に関する EU の

対中 ・ 東欧政策は、 その負担を東側にシフトさせ

た措置曲であるだけでなく 、 東方拡大後、 結局 EU

は現時点での中・ 東欧諸国の問題を 自ら抱え込む

こ ととなるとい う意味で、 不十分な措置である と

批判さ れる。

5. EU 統合の深化と「共通J 移民・

難民政策の質的変化

5-1. 政策調整（harmonisation)

EU (EC）レベルの共通移民 ・ 難民政策が産 ま

れた背景には、前述の とお り、域内単一市場の発

足と、それに伴う人の自由移動に際しての障壁の

除去に向けた法整備というファクタ ーが存在する。

1974 年に欧州、｜委員会か ら提出された移民労働者と

その家族についての提議が加盟国政府の独自の政

策立案について極めて間接的な指針を示すものに

留ま っ ていたのに対して、 1985 年を前後した政策

調整 （harmonisation）の試みは、それが政府間

協議の形であれ、 委員会の提議に端をなすもので

あれ、統一市場を実現するという目的のために不

可欠な法律上、 政策上の足並みをそろえ る という

必要か ら生じた。 このことは、移民・難民問題に

関連する EU規模での統一の基準 ・ 規則が、 理念、

的に追求されたのではなく、また、 EU (EC） 諸

機関が自己の利益に適うようデザインしたもので
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もない、という こ とを意味する。つまり 、 新機能

主義者が主張する超国家機構の必然性は、当時の

「共通」移民・難民政策の実質を型作るのに絶対的

に必要だ っ たのではなく、ひとえに、欧州単一市

場という外的要因が、一定の政策領域の収紗を加

速したのである。

前述の通り、最初に政策調整の対象となった分

野は、出入国管理および統一ビザ政策であった。

その後、域外国境取締り、移民・難民現象に関わ

る領域での犯罪防止、庇護権付与の（最低）基準

等、 その対象は広がりを見せるが、政策を共通化

させることの目標は、「単一市場に伴う EU市民の

自由移動に障害をきたすおそれのある要素を取り

除く j こと、と終始一貫している。

この姿勢は、コーディネーターズグループによっ

て各政府間グループが統括された後も、そしてマー

ストリヒト条約によって移民・難民政策領域が

「第三の柱」に位置付けられた後も変わっていな

い。そもそも、移民・難民政策が、「出入国管理」

「移民の社会統合」「対外的な交渉に基づく移動メ

カニズムのコントロールj という三つの側面から

成り立っていると考えるならば、この時期は、共

通に志向できる政策領域の選別、もしくは優先順

位の確定の過程であったと言えるであろう。

5-2. 共同体化

アムステルダム条約によって移民・難民政策の

一部は「第一の柱」へと移行することとなった。

それまで、政府間協議に基づく国際条約という意

味しか持ちえなかった規定は順次、より圏内法を

拘束する効力を持つ EU法体系の中に組み込まれ

てしぺ 。 この、「共同体化」のプロセスは、政策

アジェンダをめぐる加盟国間のパーゲニングの余

地が消滅し、超国家レベルの組織が以後加盟国の

行動に直接の影響を与える、という点で、「共通」

政策の新たな次元に踏み込んだものであると解釈

できる。もっ とも、この組織上の進展は、またも

や、新機能主義者の勝利を裏付けるものとはなり

得ない。第ーに、共同体法規に付随する例外条項

（オプ卜イン・オプトアウト、補完性の原則、そ

の他国内法の優，位を認める条項等）の存在がある。

こ のような、 多段階的統合パターンは、 共同体法

の実質的な法的拘束力そのものの変質を促す可能

性を持つ。第二に、 この「共同体化j は、 超国家

組織の存在が駆動力となってもたらされたのでは

ない。政府間グループによる協議の進展に伴い、

欧州委員会（及び関連組織〉は、例えば、域内国

境廃止の時期には非 EU市民の自由移動の保障を

唱え、マーストリヒ卜・アムステルダム条約批准

後は新規の人口流入圧力を予防する必要性をうっ

たえるなど、再三、自らが推進したいと考える移

民・難民政策像を提示してきた。

しかし、これらの提案を直ちに共通政策の枠組に

組み込もうとする動きは加盟国によって阻止され、

EU レベルの政策方針として確立されることはな

かっ fこ。

現段階において共同体化された「共通移民・難

民政策」とは、加問国間の政策調整の結果、共同

体法規となるにあたって、（加盟国レベルでの）

実質的な政策執行に支障をきたすおそれがない、

と確認された（あるいは妥協された）、限られた

領域の集合であるにすきない。当然、今日の「E

U共通移民・難民政策」は、出入国管理、特に新

規入国希望者を受け入れる基準にのみ重点がおか

れたものであるとの批判は値する。しかし、それ

は、制限的、取り締まり的というより、むしろ未

だ不完全なものであると捉えられるべきであろう。

5-3. 地域的戦略への準備段階

移民政策（migration policy）を、出入国管理、

移民の社会統合、そして、新規人口流入圧力のコ

ントロールという三つの要素をもって完全体であ

ると捉えるならば、アムステルダム体制のもとで

の EU の政策方針はまさに、それを目指したもの

だと考えられるであろう。オーストリア議長国時

に提起された「包括的移民政策 （comprehensive

migration policy）」は、 それまで不完全であっ

た共通移民・難民政策を完凶に近づけるための具

体的な目襟ともいえる。それは、 1998年から具体

化の動きを見せる、 EU 規模での人種差別・ゼノ

フォビア撤廃および合法移民の社会統合の促進と

ともに、はじめて、偏りのない、総合的な政策を

推進していく姿勢を示している。

包括的移民政策は、 一方では、確かに「東方」
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への責任転嫁であるとか、 一国に集中するおそれ

のある負担の軽減策であるとの批判に耐えうるも

のではなし、。シェンゲ ン ・ダブリン条約引の EU 法

への取りこみや、 PHARE プログラム等を通じた、

EU加盟申請固に対する国境警備支援は、これ以

上、予測不可能で、 かっ、受入れ社会にとって質

的 ・量的に大きなインパクトを及ぼすおそれのあ

る人口流入現象を予防するための措置のひとつで

あることは否めないからである。しかし、他方で

は、これらの措置は、加斑候補国が規則的な権力

の集中と主権の共同管理をするのに相応しい国力

の近似性を備えるための支援であるとも言える。

極端な責任転嫁や一極集中的な費用負担は、その

犠牲者が同ーの地域的連帯のメンバーであるとき、

その連帯全体にとって利益となる可能性は低L、か

らであ る。

移民 ・ 難民問題を地域的に解決するという戦略

性を持ったこの新しい政策方針は、また、新規入

国者の受入れ基準を統一する とい うだけでなく、

移民圧力（migration pressure）の根源にメスを

入れる、という点で新たな「共通性」の定義を必

要とする。それは、従来のように、移民・難民政

策に関連する各国の利害調整という意味のみなら

ず、第一義的に、 EU の利益に貢献するような政

策の立案 ・ 執行という意味を含まなければならな

アムステルダム体制によって、 超国家機関の法

的権限、 形式的主導力は比較的高まった。また、

意思決定に関する手続きの改善は、 いわゆる「民

主主義の赤字」を解消するための第一歩である。

今後、 EU は、少なくともこの新たな移民政策の

領域においては、政治統合体としての自己の利益

がいったい何であるのか、ということを自問する

作業に追われることとなるだろう。いわは＼対外

戦略に踏み込んだ時点で、 EU は擬似国家として

の自己を認識する必要に迫られているのである。

6 . ま とめ

EU (EC）レベルでの共通化の構想が生まれて

から今日まで、 EU移民・難民政策レジームは、少

なくとも三度の転換期を迎えた。このことは、異

なる地域統合のパターンが、それぞれに相応した

政策レジームの性絡を型づくった、と解釈するこ

とがで・ きるだろう 。 他方、移民現象の基本的性質

が地域統合、つまり、対外的な線引き作業と折り

合いが悪いゆえに、レジームの性質が変化せざる

をえない、というようには考えられないであろう

か。移民現象が動的である、ということは、それ

が、単に人の流れを止めることが難しいだけでな

く、流れを止めさせない要素が社会のあらゆる次

元において、複雑に絡み合って存在していること

をも意味する。一国の施策として捉えても多分に

多次元の要素からなるこの政策が、地域統合、と

りわけ政治統合のプロセスの中でどのように「共

通」化されることによって、政策に照らした目標

を達成できるのか。これは、アムステルダム体制

の進展を見守りつつ、 今後着目していくべき課題

であろう。
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